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年度27

14

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

　X：事業費／Y：アクセス件数

単位当たり
コスト 円 54.2 33.1 33.3 38.1

計算式 　X/Y
15,600,000円
/287,878件

12,092,281円
/365,168件

11,463,202円
/344,096件

11,428,000円/300,000
件

平成２７年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

20 15 15 15 14

15 15

執行率（％） 95% 100% 100%

平成１４年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

活動実績

活動指標

2,558,690円/1,999件 3,257,191円/1,939件

件

24年度

翌年度へ繰越し -

計

費　目

15

医療分野の研究開発関連、科学技術・イノベーション主要政策・施策

1,800 1,800

計 15 14

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

厚生労働省科学研究費補助金研究報告書の全件登録。

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

試験研究費 15

単位当たり
コスト

2,012 1,999 1,939

2,0811,658

単位

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

-

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

19

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 15

文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

厚生労働省が所管する厚生労働科学研究費補助金による研究成果の研究概要及び報告書本文等をデータベース化するとともに、公衆衛生に関する科
学的な基本情報等をインターネットを通じて、研究者のみならず広く一般に公開し、研究の透明性の確保と情報共有を図ることを目的とする。

前年度から繰越し - -

事業番号

電子図書館事業費 担当部局庁 国立保健医療科学院 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 総務部会計課 川又　功

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
ⅩⅠ－１－１　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営

を確保すること

主要経費

27年度

-

　X/Y

閲覧システムのアクセス件
数

1,555

365,168

27年度活動見込

3,746,000円/1,800件

27年度見込

1,280

X:事業費／Y:報告書件数

115％96％

26年度

計算式

件

1,679

成果実績

目標値

1,800

単位

122％

24年度 25年度 26年度

26年度成果指標 単位

件

-

補正予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

１．厚生労働科学研究成果データベースシステムを開発し、研究成果のデータベース化を行う。
２．厚生労働科学研究成果（研究概要及び研究報告書本文）を迅速に公開する。
３．公衆衛生分野の関連資料（古典的な資料、基礎的な統計資料等）の電子化と公開を行う。
４．府省共通研究開発管理システム（e-Rad）との連携により研究登録情報等の一元的な管理を行う。

目標最終年度

-

15 14

-

24年度 25年度

287,878

システム更改による減

閲覧システムのアクセス件
数を300,000件／年とする。

達成度 ％

3,336,000円/2,012件

当初見込み

件

円単位当たり
コスト

算出根拠

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

25年度

定量的な成果目標



事業所管部局による点検・改善

一般競争入札を実施し、競争性を確保した。個々の契約が
100万円未満のものについては少額随意契約とした。

-

国
費
投
入
の
必

要
性

外部有識者の所見

改善の
方向性

今後も、電子図書館事業に必要な支出を行いながら、更なる見直しを行い経費削減に努める。

-

486平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

600

870

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度

現
状
通
り

547

受益者との負担関係は妥当であるか。

-

‐
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

研究成果を公表し、関係機関等に周知する優先度の高い
事業となっている。

厚生労働省科学研究費補助金研究報告書について、前年
度に比べページ数が多かったため単位当たりコストが上昇
している。

-

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

　閲覧システムへのアクセス件数は平成25年度より少なくなっているが、目標を上回り、安定的に利用者に活用されている現状と言える。
　平成28年度の次期システム更新におけるさらなる経費削減により、効率的な運用をはかる。
　経費のほとんどは厚生労働科学研究成果データベース運用費（システムリース費、PDF化費用、研究課題システム入力等の費用）に支出し
ている。
　なお、発注などの契約手続については、入札や見積合わせにより競争性を確保する等により予算執行の効率化を図っている。

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

研究成果の研究概要及び報告書本文等をデータベース化するとともに、公衆衛生に関する科学的な基本情報等の共有に必要な事業であるた
め、引き続き、必要な予算を確保し、適正な執行に努めること。

-

平成26年度

点検対象外

点検結果

870

平成24年度

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

-

本事業を通して公開された研究成果の数を実績としてお
り、活動見込みに見合った実績を得られていると考える。

インターネットを通じて幅広く利用されており、研究者等専
門家の学術情報資源にもなっている。

両面コピーを活用している。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

国の情報公開の一環として、「いつでも」「だれでも」検索・
入手できるようにする必要があり、国費を投入しなければ
ならない。
厚生労働科学研究費補助金の成果を公表するものであ
り、国(厚生労働省)が実施する事業である。

○

○

‐

平成24年度に「厚生労働科学研究成果データベースシステムに係る設計等業務」について国庫債務負担行為による契約を締結している。

‐

関
連
事
業

評価に関する説明

-

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○
公表された研究成果厚生労働科学研究の成果物をより多
くの利用者に活用してもらうという事業の趣旨に合致してお
り、成果目標に見合っていると考える。

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定している。

-

-

事業名

-

-

所管府省・部局名 事業番号

○



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立保健医療科学院

15百万円

電子図書館事業費

Ａ．民間企業（2件）

14百万円

厚生労働科学研究成果データ
ベースシステムに係る設計等
業務等

【一般競争入札・随意契約】

Ｂ．民間企業（1件）

1百万円

厚労科研費交付申請書等情
報デジタル化業務

【随意契約】

C.事務費
0百万円

消耗品

【随意契約】



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

計 0 計 0

1 トレンドマイクロ株式会社 消耗品購入 0.1 随意契約 -

2 有限会社正陽印刷 消耗品購入 0 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ナカバヤシ株式会社 厚労科研費交付申請書等情報デジタル化業務 0.9 随意契約 -

平成２４年度厚生労働科学研究成果報告書ＰＤＦ化事業 2.3

2
株式会社日立ソリューションズ・クリエ
イト

厚生労働科学研究成果データベースシステムに係る設計等業務
（平成24年度国庫債務負担行為、平成27年1月社名変更）

2.8 － －

1 93.2％3 ナカバヤシ株式会社

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

1
株式会社日立ソリューションズ・ビジ
ネス

厚生労働科学研究成果データベースシステムに係る設計等業務
（平成24年度国庫債務負担行為）

8.5 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

計 0 計 0

C. G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

100万円以上の支出先なし

計 0 計 0

100万円以上の支出先なし

計 11.3 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務
厚生労働科学研究成果データベースシステ
ムに係る設計等業務

2.8

金　額
(百万円）

雑役務
厚生労働科学研究成果データベースシステ
ムに係る設計等業務費目・使途

（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.株式会社日立ソリューションズ・ビジネス E.

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

8.5


